
 

 

 

 

平成 28 年 2 月 16 日 

  自動車局安全政策課 

 

第２回事業用自動車健康起因事故対策協議会の開催 
～事業用自動車の健康起因事故の抑止に向けて～ 

 

 

 

 

 

国土交通省は事業用自動車の健康起因事故を抑止するため、平成２６年４月に「事業用自動

車の運転者の健康管理マニュアル」（以下、「健康管理マニュアル」）を改訂し、主要疾病等に関

するスクリーニング検査を推奨するなど所要の対策を講じてきたところです。 

この検査をより効果的なものとして普及させるため、最新の検査機器・新たな検査方法等に

ついて情報共有するとともに、検査の普及方策について検討することとし、産官学の幅広い関

係者から成る「事業用自動車健康起因事故対策協議会」を昨年９月に設置したところです。 

今般、バス・タクシー・トラックの各事業者に対し、主要疾病等に関するスクリーニング検

査の実施状況等についてドライバーに対する受診頻度や費用負担などについて実態調査を行

い、その結果を基に今後のスクリーニング検査の普及方策を検討します。 
 

 当該協議会の日時等は下記のとおりです。 

１．日 時 

  平成 28 年 2 月 18 日（木）16:00～18:00 
 

２．場 所 

  国土交通省 11 階特別会議室（中央合同庁舎第 3号館 11 階） 
 

３．委 員 

  別紙１の通り 
 

４．協議事項 

（１）第 1回事業用自動車健康起因事故対策協議会議事概要 

（２）予備アンケート調査の結果報告 等 
 

５．その他 

・取材は、協議会冒頭カメラ撮りのみとさせていただきます。 

・本協議会の資料及び議事概要については、後日、国土交通省ホームページにて公開します。 

 

＜お問い合わせ先＞ 

国土交通省自動車局安全政策課 髙橋、鈴木 

 TEL：03-5253-8111（内線41602、41615）03-5253-8566（直通） 

FAX：03-5253-1636 

 

 

国土交通省は、バス・タクシー・トラックの各事業者に対し行った、運転者の健

康管理に関する実態調査結果を取りまとめ、今後のスクリーニング検査の普及方

策を検討するため、２月１８日に第２回事業用自動車健康起因事故対策協議会を

開催します。 



別紙１ 

 

事業用自動車健康起因事故対策協議会 

委員名簿 

 

（委員） 

  酒井 一博   （公財）大原記念労働科学研究所 所長 

 水町 重範   （一社）運転従事者脳 MRI 健診支援機構 代表理事 

 上田 守三   （一社）運転従事者脳 MRI 健診支援機構 専務理事 

 山科 章    東京医科大学 主任教授 

 大久保 孝義  帝京大学医学部 主任教授 

谷川 武     順天堂大学大学院医学研究科 主任教授（NPO 法人                     

睡眠健康研究所 理事） 

  作本 貞子   NPO 法人 ヘルスケアネットワーク 副理事長 

  上田 信一    （一財）運輸・交通 SAS 対策支援センター 常務理事 

  小島 公平   （独）自動車事故対策機構 理事（事故防止担当） 

  石川 正    （公財）交通事故総合分析センター 理事長 

  石川 博敏   自動車安全運転センター 理事 

  梶原 景博   （公社）日本バス協会 理事長 

  福本 秀爾   （公社）全日本トラック協会 理事長 

  神谷 俊広   （一社）全国ハイヤー・タクシー連合会 理事長 

  廣瀬 正順   （一社）全国個人タクシー協会 専務理事 

  金子 茂浩   神奈川中央交通（株）常務取締役 

坂本 克己   日本タクシー（株）・大阪運輸倉庫（株）・北港観光バス（株） 

          代表取締役会長 

  新居 康昭   日本通運（株）取締役常務執行役員 

  

 

 

                           

(順不同・敬称略) 

 

事務局：国土交通省自動車局安全政策課 

 


